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「研究開発ビジョン」 とは、先進的な研究を中長期的な視点に基づいて体系的に行うため、

今後の我が国の防衛に必要な能力の獲得に必要な技術について、 基本的な考え方を示した

上で、 技術的課題やロードマップを提示した文書です。

これまで、防衛省は、平成22年に 「将来の戦闘機に関する研究開発ビジ、ョン」、 平 成 2

8年に防衛生産 ・ 技術基盤戦略及び防衛技術戦略に基づき 「将来無人装備に関する研究

開発ビジョン」 を策定したところですが、今般、 「平成31年度以降に係る防衛計画の大綱」
に示された方向性を踏まえ、 多次元続合防衛力の実現に資するとともに、 今後の更なる防

衛力の強化に必要となる技術革新を実現すべく、領域横断作戦に必要な 「電磁波領域」、「宇

lE言を含む広域常続型警戒監視」 及び 「サイバ一防衛」 といった新たな領域における能力の

獲得・強化や 「水中防衛」 及び 「スタンド・オフ防衛能力」 といった従来の領域における

能力の強化につながる研究開発ビジョンを策定することとしました。

防衛省は今後、本研究開発ビジョンを踏まえつつ、将来必要となる技術を戦略的に育成し、

効果的 ・ 効率的に研究開発を行つてまいります。

注 装備化を見据えた開発に着手するか否かは、 財政状況を踏まえつつ、 本研究開発ビジョンに基づき実施される研究

の成果や、その時の安全保障環境、諸外国の類似装備品の取得可能性等、防衛力整備の観点から、総合的に判断されます。
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1. 軍事技術の進展により、現在では、 様 な々脅成が容易に国境を越えてくるものと なつてい- - - 、 - '' l ' ,. i i ? 1ili' ' 、  - 1t'1  l l 1 -
る。さ5に、各国は、クl しーム , チェンッヤ ーとなり得る最先端按術を活用した兵器の開発に

注方するとともに、, 人工知能 tA l )  等の自律化按術を活用した無人兵器システム? ?究に?

も取り組んでいる、。今後の更なる技術革新は、将来の戦闘樹目をさらに予見困難なものにす

る と みられる。
民生分野においては、 入工知能や動CT等に対し大規模な投資、活用が行われでいる とと

もに、 量子コンビ:◆一タ等の華新的技術の研究が進められ:ている。

2. このような中、平1成30年1 2月に公表された 「平成311年度以降に係る防衛計画の太細」1
では、宇宙・サイバー ,電磁波といった新たな領域に関する技術や、人工知能などのゲーム・

チ:;E1ンジャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対し'で選択と集_中による重点的

接 資 を 行 う と と も、に、 研究開発のプロセスの合理化等により研究開発期間の大幅な短縮

を図ることとされた。

3, 具体的な研究蘭発の実施にあたっては、 今後の我が国の随衛に必要な能カ、各自衛隊が

計画する将東構想といった運用二一;ズlの理解を通じ、政策的方向性を踏まえて技術シーズと

連用ニーズの一致を図り つつ、真に実効的な防衛力一多次元統合防衛カの実現とその先へ
向けて、最先端按術の早期獲得に取り組んでいく必要がある。

4. 以上の背景を踏まえ、 将来の統合運用にとって 重 要 と な り 解 商 等 について、 厳しい財

政状況を踏まえ')つ、 既存の予算 ・ 人員の配分に固軸する.ことなく、. 効果的に防衛力を強

化する観点から軍要性の高い研究開発に柔軟かつ重点的に資源配分を行うことを念頭に,.

戦略的な視点から中長期的な研究開発の方向性を示すため、, 領域横断作戦に必要な 「電磁

波領域」、 「宇宙を含む広域常続型警成監視」 及び 「サイバ一防衛」1 とい,た新たな領域に

おける能カの獲得・強化や『水中防衛」 及び 「スタンド・オフ防衛言ii力」:といった従来の

領域における能力の強化につながる研究開発ビジョンを策定するi:ととした。

〇
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研究開発の基本的な考え方

1 政策的方向性を暗まえた
技術シーズと運用ニーズの一致

革新的な技術を活用し、将来のゲーム ・ チェンジを実現するためには、当該技術の将来における政策上の

位置づけや、当該技術の連用者による活用法を考慮し、様々な現実的な要請(政策的な要請、法制度面から

の制約、予算的な制約を含む)を踏まえ、効果的に防衛力を強化するうえで重要性の高い研究開発に優先的に

資源配分を行うなど、選択と集中による重点的な投資を行う必要があることから、技術・政策・連用が一 体 と なっ

た検言iを継続的に実施する。

技術 ・政策・連用が一体 と なった
検討(イメージ)

政策的方向性

2 先進技術を活用した
効率的な研究開発

厳しい財政状況( J:1「f、:で、 革新的な装備システムを

実現するためには、システム全体を俯瞰し、システ

ムを構成する要素技術を特定した上で、 限られたリ

ソースの中で効果的・効率的に要素技術を育成・獲

得することが重要となる。 また、 将来のゲーム・チェ
ンジャーとなり得る技術は、ボータ レス化・デ、ユア

ルユース化が進展し、 特に民生分野において進展が

速いことから、 防衛にも応用可能な先進的な民生技

術の積極的な活用が重要である。そこで、防衛装

備庁による独自の研究のほか、関係府省等との連携、

共同研究、 国内外の最新民生技術の取込等を含め、

様々な手段を効果的・効率的に組み合わせ、必要

な技術を獲得していく。 あわせて、 防衛技術基盤の

強化を図るため、 安全保障技術研究推進制度を活

用した明芽的な技術の発掘・育成に努める。

様々な手段を組み合わせた
効率的な研究開発※(イメージ)

共同研究により獲得する技術

関係府省等との

連携を含む

研究開発により
獲得する技術
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最新民生技術の取込
により獲得する技術

※システムは複数の要素技術に依存しており、その性能は最も技術的成熟度

の低い要素技術に制約される, この性質はしばしば、 バランスの悪い福の絵
に例えられる (「ドべネックの桶」 モデル)
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3 迅速な研究開発 , , . , ? , ,
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研究開発の実施に当たっでは、防衛大細に示された、従来と,は抜本的に異なる違膚での防衛力,の強化とい,

う基本的考え方を踏まえ、プ口ツタイ I11;、モ:i1l・一J、いヒをはじめとした研究開発プロセスの合理化。?期の按術

実証を進めることにより、研究開元期間を大幅に短縮するQ あわせて, 研究解段階からiイフサィタルを通

じたプロジェクト管理の取組を強化するなど、 コスト管理1・ 抑制に向けた取組を徹底することにより、, 費用対

効果の向上を図るa また. 防衛省内の 議論によリ策定された本研究開発ビジョンを公表し、 企業に対し積極

的に内容を説明1し1ていくことにより4 防衛省,自衛隊が必要とする重要技術に関する企業側 と

重点的な先行控資を提すとともに、 阜期装備化に向:けた議論を加速するため、研究開義期商.の大幅な短縮に

資する企業か を期待する。

〇三
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電磁波領域の取組̃電磁波領域における

電磁波領域は、 警戒監視、 情報共有、 精密誘導等、 防衛における幅広い活動に関係する重要な領域であり、

諸外国の電子戦能力が向上する中、 効果的 , 効率的な電磁波利用の実現に関する取組が必要

I 器i M-期--経-
口国

●ミサイル等からの回避に主に使用

鋼●大型の電子妨害プラットフォームが主流

畑●妨害能力は対象の電子機器の電子防護能力の向上へ
の対応が必要

田

●高出力電磁波による各種ミサイル等の対処

●電子妨害プラットフォームの種類の拡大

● 高度な電子防護能力を有する電子機器に対する電子妨害

a国l離 ● 各 種 電 磁 波 セ ン サーによる違距離被探知の可能性

解 f l●高度な妨害能力によりレ ーター、通信の使用が阻害

方 H される可能性

●EMP弾等による被害の可能性

●各種電磁波センサーによる遠距離被探知の回避

● 高度な電子妨害の回避または緩和

●EMPの影響からの防護

●低被探知化電波を探知する能力の強化

●電波収集プラットフォームの種類の拡大

■日●電波の低被探知化技術の進展

矚●大型の電波収集プラットフォームが主流

m ●電磁波の効率的な利用のため電磁波状況把握が必要

配 ● 固 定 的 な 電 磁 波 利 用 割 当

● 電磁波状況の把握の一元化

●状況に応じた電磁波利用割当の柔軟化

電磁波管理を通じて効率的な電磁波利用を実現しつつ、諸外国の電子戦能力を上回る高度な電子戦装備品による費用対効果

の高い対処実現のための技術獲得が必要

課題を解決するためには、 高出力指向性工ネルギ一技術、 低被探知化技術、 高度な電波収集技術、 電磁波

領域把握技術等の技術の獲得が、必要

● ド口一ン、 各種ミサイル等多様な目標に対処可能な高出力指向性工ネルギ一技術

(高出力レーザー、 高出力マイク口波)

●各種プラットフォームに対応し、 通信環境や対象の電子防護能力に応じて、 ネットワーク

も含む対象の最適な妨害を可能にする電子妨害(通信、 レーダ、一 、 光 波 ) 技 術

●電磁波状況に合わせた低被探知化技術

● 妨害波の影響を回避または緩和する対妨害技術

●EMPから電子機器を防護するEMP防護技術

高出力レーザー

●低被探知化信号や妨害波存:自il:で、の微弱な電磁波の受信・収集を可能とする、 広帯域、 高分解能の受信技術

●無人プラットフォームに搭載可能な小型軽量な電波収集技術

●電磁波の効率的な管理のために必要な、空間の電磁波状況や割当状況の一元的な把握

を可能とする電磁波領域把握技術

●電磁波状況に応じて、電磁波の利用割当を柔軟に変更し、効果的・効率的な電磁波利用

を可能とする電磁波最適割当技術 電磁波領域把握



優越の獲得を日指して

短期的には、代表的なものとして、ド口一ン等の新たな脅威に対する陸上での防空システム(高出力レーザー

と高出力マイク口波)やEMP弾等の中核技術を確立。逐次、搭載プラットフォームの多様化や高出力化を実現。

その他総合的な電子戦能力とこれを支える電磁波管理能力の向上を実現

■■通意明方 動 演 術 ,rさ証一・ ドローン対処N_- ミサイル対処 -e
t一 二 H p M舊三装 居l 」F M p 語 -

通値

一ミサイル対処 ̃ at=害93■■E,i'i1ij _ l 業 複製

lll,. 0i
li信1防害-・,-llll, 電波反射制御等 一_ b-

自律型情報伝送 -◆・一、へ- lll・
i:■Iii EMP防護

lll. 信種電子機器対応)

L

'%f11平1i・1、N f--' 、
1' ,:ia・ ''.

.国 , - , - , - , - ' - ' - '

大無人機搭載型一低被探知電測更集 /-=, 二 , - , - ,ai多, , , - , →高速・広帯域・高分解能デジタル信号処理等一i -_ lll,. 電磁波可視化la, ,/
〇

動的な電磁波最適割当lll・- 研究開発等によリ獲得 - , - , - , - 最新民生技術の取込により獲得

※※線の終端は一例に過ぎず、迅速な研究開発の考え方に鑑み、技術の早期獲得に努める

指向性工ネルギー、低被探知化、高度な電波収集、電子戦能力を担保するための電磁波最適割当等をコア

技術として、 あらゆるドメインでの防衛活動に影響を与える電磁波領域における優越を実現
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字苗を含む広域常続型警成監視の取組̃
:l

周辺国の活動の活発化、 監視対象 ・ 領域の拡大の中、 センサーの探知能力の向上とセンサープラットフォー

ムの増加による効率的で効果的な警戒監視の実現が課題_-期--諸推--
l

●従来のセンサ一探知能力を上回る警戒監視対象

ji:1 領域・工リアの拡大

●監視対象の種類及び量の増加に伴うセンサ一識

i'● 別能力の向上必要

接 ●輻射機会が限定され、低被探知性の向上した目
通 標の探知が必要

男 ●アクティブ捜索による被探知・被攻撃の可能性

●諸外国のA2/AD能力の向上に伴う警戒監視実

施の困難化の可能性

●宇宙、 見通し外等の様々な領域での常続的な警戒監視能力

の強化

● 多種多様で多数の目標に対する高精度かつ高速なセンサー

識別能力の獲得

●耐妨害性に優れ、複数のプラットフォーム及びセンサーを組

み合わせた分散的仕組みによる探知 (「分散探知」)の実現

●アクティブ捜索機会の局限及びパッシブでの多種多様な目

標への探知能力の向上

●無人機等を活用した脅威下の常続的な警戒監視能力の獲得

● 警戒監視プラットフォームとして無人機、 衛星等の無人プ

ラットフォームを活用するためのセンサーの搭載性向上

? 数 ・' 〇 - 、' 数

●警戒監視領域、対象増加等に伴い、警戒監視の- ' 1
, 理 省人化等のためにプラットフォームの増加が必要

様々な領域、工リア及び多種多様な目標に対する常続的な警戒監視を実現するためのセンサーの高機能化・高性能化を実現し

つつ、 センサーの搭載性を向上して警戒監視プラットフォームを増加し、多数のセンサー ・プラットフォームを組み合わせたパッ

シブな分散探知によリ、 脅解におかれた困難な領域の常続的警戒監視を実現するための技術獲得が必要

各種プラットフォームへの搭載性を向上し、多数のセンサーによる高機能・高性能な分散探知を実現するため

の電波センサ一技術及び光波センサ一技術の獲得が必要。

特に宇 1Eiiに関する各種技術の獲得は防衛装備庁単独では困難なため、 J AXA 等の関係機関や米国等の関係

国 との連携及び民生技術の積極活用により獲得。 また宇'lii領域における機能保証のため、 宇'lii利用の抗たん

性確保の観点から、 JAXA等の関係機関と技術協力を進める。

※1 . SAR/ISAR:通動により仮想的に大きなアンテナを形成し、 分解能を向上させたレー ダー , SARはセンサ一側の運動を、 ISARは目標側の運動を利用する.
※2.宇宙太陽光発電システム(SSPS)において活用される、軌道上に設置されるkmサイズの巨大な送電アンテナに関する技術である.
1照3 . マルチスタティックレー ター :異なる位置にある1以上の送信機と1以上の受信機を使用するレー ダー,



警成監視の広域化・常続化・高機能化

〇

短期的には, 代表的なものとして、, MIM0レーダ1:一や2 波長赤外線センサ一等の中核技術を確立。 その後?

センサーの高機能化、搭載性向上等の取組により、監視領域

進的な分散探知を実現

ラットホームの多様化を通じ、 先

a用和 囲 l  動 ? 種統

見通し外監視システ
_t

--m _
ー 一 _

書Wラ ッ トフォ ーム で の 解 知 l - t一一_ p
広域書成監視システム(SSAレーダー)_一 ●l,

M IM 〇 レーダー:
l●●

■l●:
'- aが解 目 前

↑

' l -◆

プ ラ ッ トフォーム接班型 無人織 鐵型警成監親システム●ll,

→ 通
l - l _ ' - l l- l - l - l - ' _ l_ l _ !- l -l'

l
l

i_1配減開システム' l!_願 化・自ef1目!要解電1 ・ 解

2開 セ”一01E蘭 実a
:--'

llll_ ,_ _ _ _ _ _ 」 能l書載

篇 星 構センサー/SSAm衛 里 願 那'購fiaiii:=搜術- 研究開業によ,り獲得 - '- ' 一 一 最新最生1鍍術〇取込l1l;よ l11[獲得

選※線の'終端は一例に過きず、過速態研究開発の考え方tこ鑑み、按術の早期装得に勢める

無人機を含む多数のプラットフォームを組み合わせて、脅成下を含む広大な工リア・ ドメインにぉける多種

多様な目標に対する効率的な常続的警戒監視を実現

〇 _

o 二



サイパ一防衛の取組̃未然防止対策と運用

防衛省・ 自衛隊にとっても、 サイバ一空間の安定的な利用が必要不可欠となっている。 関係府省等との緊密

な連携を強化するとともに、続合機能の充実と資源配分の効率化に配慮しつつ、防衛省・自衛隊の活動を支

えるシステムの連用継続対策を中心とした最新技術の研究を進めていくことが必要

● サ イバ一空間の安定的な利用が妨げられれば、

国家・国民の安全に重大な影響が及ぶぉそれ

● サイバ一防衛能力の抜本的な強化が求められて

いる

● ネ ッ ト ワークをオープン系とクローズ系に分離

●ファイアウォール、 マルウェア対策ソフトウェア

等のサイバ一攻撃被害の未然防止のための民生

技術を活用

●平成25年度からサイバ一演習環境構築技術の

研究を実施中

_lll_
a'妨げる能力''

に 資 す る 技 術

●高度化・複雑化するサイバ一攻撃への対応

●関係府省等との緊密な連携を強化する必要

● 有事において、 我が国への攻撃に際して当該攻撃に用いられる相

手方によるサイバ一空間の利用を妨げる能力の獲得

●共通化・自動化による効率的な連用

● クローズ系のシステム (①固定系システム②移動系システム③装備

システム)それぞれの機能、システム及びネットワークの構成に応

じた対策の強化

●防衛省・自衛隊のシステムの特性上、長期間停止させられないこ

とを踏まえ、 「未然防止対策」 と 「運用継続対策」 を両立させ、

システムの抗たん性を向上

●実戦的な訓練環境の整備

未然防止対策
サプライチェ一ン・インテグリティ技術 脆弱性調査技術

1l11lタンパ一技術 装備システムサイバ一攻撃対処技術

ファイアウォール技術 マルウェア対策技術

人 的 対 処 で 行 う 運 用 継 続 対 策
サ イパ一演 習 環 境 構 築 技 術

日 動 対 処 を 行 う 選 用 継 続 対 策
サ イパー レ ジ リ エ ンス 技術

サイバ一攻撃再現・制御技術

サイバ一演習続制情報収集技術

サイバ一演習環境回復技術

統制機能抗たん性技術

システム基盤・ネットワーク基盤の情報管理技術

システム基盤・ネットワーク基盤の基盤統制技術

未然防止対策のうち、民生分野との共通技術については、先進的な民生技術の積極的な活用により必要な技術を

獲得。 一方、 未然防止対策のうち、 市場からの調達が困難な装備システムサイバ一攻撃対処技術及び脆弱性調査技

術や、運用継続対策については、防衛省・自衛隊に固有の要求がぁるため、研究開発を通じ技術を戦略的に獲得



継続対策の両立

短期的には、代表的なものとして、実戦的なサイバ一訓練環境の整備や装備システムのサイバ一攻撃対策の

強化を実施。 システムや脅威の変化への対応に継続的に取り組み、 未然防止対策と連用継続対策の両立を実

現。 “妨げる能力”に資する技術も並行して研究を推進

- 研究開発等により獲得 - ' - ' - ' - 最新民生技術の取込により獲得

※※線の終端は一例に過ぎず、迅速な研究開発の考え方に鑑み、技術の早期獲得に努める

未然防止対策の充実・強化を図るとともに、 防衛省・自衛隊のシステムに適した連用継続対策として、 実

戦的なサイバ一訓練環境の整備と並行して、 運用可能な状態に自動回復する技術を獲得

2
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水中防衛の取組 ̃無人機技術を活用した効

水中防衛能力の飛躍的向上・効率化のため、多様な任務に対応する無人機の実現と水中防衛システムとし

て無人機 , 有人機が有機的に機能するための全般的な技術の実現が基本的課題

●広大な捜索対象海域、 水中における監視対象の増

加・活動の活発化

●水中警戒監視のために広域での膨大な海洋データの

収集が必要

● 収集データのリアルタイム共有が必要

●水中防衛に関連するビークルの洋上等での無人展

開、補給等の手段が必要

●水中無人機が増加した場合、陸上等からの効率的な

指揮統制が必要

●UUV等の安価な移動水中目標に対する安価な対処

手段が必要

● 海上優勢を確保していない領域への隠密侵入等は高

リスク

● ソーナ一等の探知性能等の向上及び広大な海域での無人機・

有人艦協調等による捜索の効率化

●多数のUUVによる長期間での効率的な海洋データの収集

の実現

●高速大容量長距離水中通信の実現

●無人機等の自動投入・揚収、 補給、 給電、 機動等の実現

● 陸上司令部/有人艦等からの無人機の活動の効率的指揮統

制及び支援の実現

●無人機等の移動目標にも対応可能な安価な対処手段の実現

●目標のセンサーの妨害やUUVのシグネチャ低減による低被

探知性の向上

●完全無人1での長期連用を実現するために、 無人機状 ●長期間の無人連用を実現するための、 状況認識及び行動判

況認識・判断能力及び信頼性の向上が必要 断の高度化による自律性の向上及び高信頼化

※水中には、 水際を含む。

警戒監視・支援・対処の課題について、 能力向上のための要素技術、 及び無人システムにより広域にわた

り常時継続的に運用するための基盤となる自律化技術の獲得が必要であり、 国内外研究開発機関の成果等の

取込による継続的な技術向上及び最先端技術の反映を実施

探知技術
マルチスタティックソーナー (多音源)

ブロー ドバンド化
小型省電力化 (センサ一部及び信号処理部)

広域警戒監視技術

小型大容量工ネルギ一 源

水中通信技術
水中音響通信(長距離)

水中光通信(大容量)

状況認識技術
●目標自動検知・類識別

●異種センサ一情報の融合

自動連接技術
無人機自動発着艦

無人機自動投入・揚収

給電・補給・機動技術
高速水中給電

水陸両用無人機技術

指揮・管制技術
データペース自動構築

作戦計画支援

衛星等を介した水中通信中継

国 高信頼性技術

1
●異常予測・検知

。 ●異常対応・機能継続

脅威対処技術
スーパーキャビテーション弾

対魚雷魚雷

シクネチャ低減技術
音響メタマテリアル

アクティブ雑音低減

センサ一妨害技術
高出力妨害音

欺B話用音響信号レスポンタ

行動判断技術
●協調制御

●自己位置推定



率的な水中防衛の実現

短期的には、代表的なものとして、長期行動 U UV等の中核技術を確立。 その後、水中通信技術等の警戒監視・

支援・対処に必要な要素技術の向上及びモジュール化による早期の取込を通じ、 無人機を活用した効率的な水

中防衛を実現

多機能lLJ l

m
r - - - -- - '

lVの実海域実証 :.」 ● t1、 l

i'●ll,. L ----'- 一 」 -1o 自動検知等 群管制 llll_ ↓
1UV . 発展型多構能UuV l:i,ii「 l!的 l1_l,里常予測器 -._ - _ -

1',i '当 f f_ ' l

lll・ 協 調 制 御 等  t i _◆il・ , 、 l-'
. , _ , _ , _ . _ , _ 、一i:, _,, _ .? ? ?→自己位置推定 (量子慣性センサ一等1_

' ;' f_ ブロー ドバンド化等 _◆◆一 f 容 e°
,◆ 分散自律型セン l;1-

-
1:1i1 日l!lll lll, 水申音響通信、水中光通信

!ll !'!覇all●. 無人機自動投入・揚収等 無入機母艦(USV) -●alIl!!j l.

アクティプ、雑音低減、 音 響 メ タマテリアル等 ,,・・- 研究開発等により獲得 - ' - ' - ' - 最新民生技術の取込により獲得

※※線の終端は一例に過ぎず、 迅速な研究開発の考え方に鑑み、 技術の早期獲得に努める

陸上司令部等からのモニタリングの下、 UUV、 USV、 UAV等多数の無人機が有機的に協調し、 設定した

識別圈内における警成監視、 支援、 対処等の水中防衛を自律的に遂行

14
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スタンド・オフ防衛能力の取組 ̃極超音速

自衛隊員の安全を確保しつつ相手の脅威圈外から高脅威目標に対処し得る、長射程、極超音速等の高速飛

しょう、 高い残存性を有するスタンド ・オフ火力を実現するための技術獲得が必要

●我が、国へ侵攻がぁった際、 広域かつ遠距離で侵攻艦艇等の正

確な目標情報の把握及び対処後の効果確認が必要

● 見通し線外へ誘導弾等を誘導する通信手段が必要

●測位手段の冗長性が必要

●各国艦艇等のステルス化を踏まえ、更に向上した精密誘導技術

が必要

●各国の広域警成監視能力及び対艦・ 対地誘導弾の能力向上に

伴い、自衛隊員の安全を確保した対処が必要

● 各国の迎撃ミサイルの能力向上に応じた高い残存性の確保が

必要

● 我が、国へ侵攻する艦腿及1l11i上陸部隊に対し 、 効果的な攻撃成

果の獲得が必要

● 誘導弾の高性能化に対応可能な而1l熱性等を獲得する必要

l '-l 1-

●より広域かつ遠距離での、 艦艇及1l.1l1上陸部隊等の捜索・捕捉能

力の向上

●見通し線外への通信手段の確保

●GPSの代替となり得る測位手段の確保

● 捕捉因難な目標に対する精密誘導技術の向上

●推進技術の進展に合わせた而1l環境性の確保

●相手の脅威国外から、よリ遠距離かつ短時間での対処を可能と

する推進能力の獲得(長時間動作、高速化)

●迎撃ミサイルの対応を困難とする推進能力及び機動性の獲得(高

高度飛しょう、 追随が困難な速力での飛しょう等)

●装甲の厚い艦艇や揚陸し展開している上陸部隊への、 よリ少ない

弾数での効果的かつ効率的な対処能力の獲得

●高性能化に耐え得る、機体等の耐熱性等の向上

民生技術における技術を効果的に活用し、極超音速のスタンド・オフ火力を実現するために必要な①射撃

管制技術、②精密誘導技術、③推進技術、④機体・弾頭技術のうち、 下記の技術を集中的に育成

a-彊-
国 -

(捜索・捕捉能力の向上は宇由を3む広域1,Fl続型警成監視の研究開発ビンョンで記載)
、 、 - 1' ? _ i - _ l 1  一 日・-日一 1i,1 (見通し線外への通信手段の確保については、衛星等による中継を目iu提とする)

' 術  ●準天頂衛星を含む複数のGNSS情報とlNSを続合し、高速・高機動に対応した測位精度とGNSS妨

害に対する抗たん性を両立するGNSS/lNS複合誘導技術

a - -ヒ I A_ - 、 A ヒ  - 

(求め'つれる機目ヒ ・ l生目已は衛星とセンサーの目已力配分による)

, 報1j1j ● シ一力一情報とテ'ータべースを照合し、低コントラスト目標を識別する赤外線画像照合誘導技術

l1l ●極超音速飛しょうに伴う空力加熱に対する耐熱性を有し、光波画像取得と目標識別を実現する極超

f 音速誘導弾用光波シーカー

j 国 ● ド ッ プ ラ一情報を画像化し、 ステルス艦船等の類識別を実現する電波画像誘導技術a ●極超音速域で長時間動 f阿能なスクラムジ ェ ッ トエンジン技術

接器 ● 直 巻 F W モーターケースの耐熱性を向上させて推進薬充填率を向上し、射程の延伸を実現する高性

能固体口ケットモーター

● 軽量かつ高い買徹力を持つ買徹弾頭又は面制圧が可能な高密度E FP弾頭等の先進対艦 ・ 対地弾頭

技術

●高高度から目標付近の低高度まで幅広い高度領域を超音速で安定に滑空することが可能な、 耐熱性

を有する機体形状を実現する高高度骨空機体形状技術

●空気が希薄な領域での安定した滑空飛しょうに必要な、 ガス噴射による姿勢制御と空力操舵翼といっ

た複合した滑空制御技術j ※主要な構成技術として
考えられるものを例;r、



飛しょう体による脅成目外からの対処の実現

短期的には、代表的なものとして、早期装備型滑空型飛しょう体等の中核技術を確立。弾頭技術、精密誘

導技術、 推進技術 (スクラムジェッ ト )  の研究開発成果については段階的能力向上や早期の技術実証を通じ、

迅速に装備に反映

- 研究開発により獲得

※※線の終端は一例に過ぎず、迅速な研究開発の考え方に鑑み、技術の早期獲得に努める

将来の脅威に備え、広域常続的監視の各種アセット及び衛星通信網を活用し、スクラムジェッ トエンジンを

搭載した極超音速誘導弾や、 高性能固体口ケットモーターを利用して加速する滑空型飛しょう体により、 スタ

ンド・オフ防衛能力を強化
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お わ り に

厳しい財政状況の「l:、で、、将来必要となる技術を戦略的に育成するためには、本研究開発ビジョ

ンを踏まえて、 各種事業が的確に行われることが重要である。 事業の推進に当たっては、 防衛省

内における技術・政策・運用の一体となった検討を継続することに加え、 国内外の関係機関と

の技術交流や関係府省との連携の強化、 安全保障技術研究推進制度等の活用を通じ、 防衛にも

応用可能な先進的な民生技術の積極的な活用に努める。中でも、Al、量子コンピュータ ・ セ ン

シング・通信といった量子技術等は、 ボータレス化 ・ デュアルユース化が進展し、特に民生分野

において進展が速いことから、 国内外の技術の進展に併せて、 継続的な技術向上及び最先端技

術の反映に努める。

本研究開発ビジョンは、 防衛省内における議論を踏まえ、 現時点での見通しに基づき、 防衛省・

自衛隊として獲得すべき技術及び技術獲得の流れを示したものであり、 企業等の考えや情報を原

則として含んでいない。 今後、 本研究開発ビジョンを踏まえた事業の推進においては、 企業等か

らの積極的な提案により、 研究開発期間の大幅な短縮を図り、 さらなる早期装備化に向けた議

論を加速する。

加えて、 本研究開発ビジョンを踏まえ研究開発を推進することにより、 今後の我が国の防衛に

必要な能力の獲得のみならず、 我が国の総合的な科学技術レベルの向上を通じて、 我が国及び

国民の安全・安心の確保にも貢献する。

なお、 本研究開発ビジョンは、 我が国を取り巻く安全保障環境の変化や、 科学技術の進展が

著しく早いことを念頭に置くとともに、 政策的方向性、 運用ニーズ、 技術動向の変化等を考慮し、

適宜適切に見直しを図ることとする。
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